2021年2.11集会アピール
国内外の人々に甚大な破壊と損失をもたらした惨禍の後に、二度と同じ過ちを繰り返さないことを誓って、戦争を放棄し基本的人権を尊重する日本国憲法が施行されてから73年が経ちます。戦後、明治初年に史実に基づかない建国神話によって創造された「紀元節」も廃止されました。しかしその20年後、時の政権は多くの人びとの反対を押し切って、「建国記念の日」と名を変えこれを復活させ、現在に至っています。私たちは、毎年この日を迎えるたびに平和と人権を想い、民主主義と立憲主義の課題を考えるため、集ってきました。
昨年2020年と今年2021年は、世界中で新型コロナウィルスの感染が拡大し、日本でも昨年4月に緊急事態宣言が発令され、自粛要請により様々な動きが制約されるなど、私たちの生活は一変しました。コロナ禍においては、政府のコロナ感染防止対策は後手に回る一方、自民党では憲法に緊急事態条項創設の動きが見られました。こうした国民の要望を無視した施策により、国民の反発が強まった結果、昨年9月、安倍晋三内閣は退陣し、菅義偉内閣が発足するに至りました。しかし、この間、肝心のコロナ対策は無為無策であるばかりでなく、数々の強権的で冷酷な施策により国民の批判は高まっています。
コロナ禍では、朝鮮学校への様々な差別問題が改めて浮き彫りとなりました。政府が困窮した学生に支給する学生支援緊急給付金制度やコロナ感染対策の学校支援の対象から、朝鮮大学校を除外する事例や、さいたま市が朝鮮幼稚園にマスクを当初配布しなかった事例が発生しました。昨年9月には、高校の授業料を実質無償化する制度から朝鮮学校が除外された問題をめぐって、最高裁は朝鮮学校の元生徒たちの主張を退け、敗訴が確定しました。韓国元「徴用工」の日本企業に対する損害賠償請求をめぐる日韓の対立も未だ解決しておらず、過去の反省を踏まえた平和的解決の道筋が見えてきません。
昨年10月1日、日本学術会議第25期の発足に際して、菅首相は同会議が推薦した新会員候補105名のうち、6名の任命を拒否しました。こうした政府の対応は、学問の自由を侵害し、研究者による自律した研究活動を萎縮させるとともに、言論の自由や思想・信条の自由といった、戦後日本が築き上げてきた民主主義の根幹を否定しかねないものです。学問の自由と独立が否定され、国民統制と戦争協力に動員された過去の歴史を想起すれば、今回の措置は到底認められるものではありません。
昨年9月11日、退任間際の安倍首相は、いわゆる「敵基地攻撃能力」保有の方針を年末までに策定するという談話を発表しました。「敵基地攻撃能力」は、相手から攻撃される前に相手を先制攻撃する能力を整備しようというものです。これは明かに憲法9条の精神に反するものであり、巨額の軍事費を投入することは許せません。
こうした状況下で、今年1月には、核兵器の開発・保有・使用を禁じる核兵器禁止条約がようやく発効に至りました。しかし、条約にはアメリカやロシア、中国などの核保有国のみならず、唯一の戦争被爆国でありながらアメリカの核の傘のもとにある日本も未だ参加していません。昨年9月には、福島原発事故の集団訴訟をめぐり、仙台高裁が初めて国の責任を認め、国に賠償を命じる判決を出しました。こうした画期を踏まえつつ、今後も核兵器廃絶運動と反原発運動を継続していかなければなりません。
改めて私たちは「平和を維持し、専制と隷従、圧迫と偏狭を地上から永遠に除去しようと努めてゐる国際社会において、名誉ある地位を占めたい」と平和主義の精神を高らかに掲げた日本国憲法の理念に立ち返る必要があります。ここで学び、考えたことをそれぞれの場に持ち帰り、伝えあい、誠実な歴史認識の向こうにアジアと世界の平和を見据えつつ、憲法の理念が生きる社会を創り出して行きましょう。
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